
新潟市徘徊高齢者家族支援サービス事業実施要綱 

 

新潟市徘徊高齢者家族支援サービス事業実施要綱（平成１５年７月１日施行）の全部

を改正する。 

 

 （目的） 

第１条 認知症等により徘徊がみられる高齢者等を在宅で介護する家族等に対し，居場所

を検索できる小型の通信端末（以下「検索端末」という。）を貸与し，高齢者等が徘徊

した場合，家族等からの要請に基づき居場所を検索し，通知することによって高齢者

等の事故防止，介護する家族等の心理的負担の軽減を図ることを目的とする。 

 

 （実施主体） 

第２条 事業の実施主体は，新潟市とする。 

２ 市長は，事業の一部を民間事業者等に委託することができる。 

 

 （対象者） 

第３条 事業の対象者は，次の各号のいずれかに該当する者を在宅で介護する家族等で，

市長が特に必要と認める者とする。 

（１） 認知症等により徘徊が見られる６５歳以上の高齢者 

（２） 介護保険法（平成９年法律第１２３号）の規定による要介護認定又は要支援認

定を受けた４０歳以上６５歳未満の者のうち，認知症等により徘徊がみられる

もの 

 

（利用の申請） 

第４条 この事業を利用しようとする者は，高齢者福祉サービス申請書（別記様式第１

号）に高齢者福祉サービス調査票（別記様式第２号）を添付し，市長に申請しなけれ

ばならない。 

 

 （利用の決定） 

第５条 市長は，前条の規定による申請があったときは，申請者及び検索対象となる高齢

者等の生活状況等を調査のうえ，新潟市徘徊高齢者家族支援サービス事業実施運用基

準（以下「運用基準」という。）に基づき，検索端末の貸与の可否を決定するものとす

る。 

２ 市長は，前項の決定をしたときは，検索端末の貸与の決定及び第１２条第２項に規定

する負担額は徘徊高齢者位置検索端末貸与決定通知書（別記様式第３号）により，徘

徊高齢者位置検索端末の貸与を認めない決定をするときは徘徊高齢者位置検索端末貸

与却下通知書（別記様式第４号）により通知するものとする。 

 

 （機器の貸与） 

第６条 市長は，前条の規定による決定をした場合は，当該決定により検索端末を利用す



ることとなる者（以下「利用者」という。）に対し，速やかに検索端末の貸与を行わな

ければならない。 

２ 利用者は，前項の規定による検索端末の貸与を受けたときは，徘徊高齢者位置検索端

末借受書（別記様式第５号）を市長に提出しなければならない。 

 

 （台帳の整備） 

第７条 市長は，利用者及び検索対象となる高齢者等に関する事項を記載した台帳を作成

し，保管するものとする。 

 

 （事業の運営体制） 

第８条 市長は，２４時間体制で利用者からの検索要請に基づき高齢者等の居場所を検索

するセンターを設置するものとする。 

２ 市長は，利用者からの検索要請を受信した場合は，速やかに高齢者等の居場所を検索

し，当該利用者に結果を通知するものとする。 

 

 （検索端末の管理） 

第９条 利用者は，検索端末の使用にあたり，善良なる管理者の注意をもって維持管理し

なければならない。 

２ 利用者は，検索端末を事業の目的に反して使用し，譲渡し，交換し，貸付し又は担保

に供してはならない。 

３ 利用者は，検索端末の保守点検がある場合は，これに協力しなければならない。 

４ 利用者は，検索端末を高齢者等の位置検索以外の目的でみだりに使用し，検索要請し

てはならない。 

 

 （変更等） 

第１０条 利用者は，第４条の規定により申請を行った内容に変更が生じたときは，変更

となる事項を市長に届出なければならない。 

 

 （利用の廃止・取消等） 

第１１条 市長は，利用者が次の各号のいずれかに該当するときは，第５条の決定を取消

し徘徊高齢者位置検索端末貸与廃止通知書（別記様式第６号）により通知するととも

に，第６条により貸与した検索端末を返却させるものとする。 

 （１） 第３条及び運用基準に定める対象者に該当しなくなったとき 

 （２） 前条の規定により利用者から利用廃止の届出があったとき 

 （３） この要綱の規定に違反したとき 

 （４） 虚偽の申請により不正に検索端末の貸与を受けたとき 

 （５） 正当な理由なく第１２条の規定により負担する費用の支払を怠ったとき 

２ 利用者は，検索端末の返却とともに徘徊高齢者位置検索端末返却書（別記様式第７

号）を市長に提出しなければならない。 

 



 （費用負担等） 

第１２条 利用者は，別表に掲げる区分に応じ検索端末の貸与に係る費用の一部を負担す

るものとする。 

２ 前項の規定により利用者が負担する額（以下「負担額」という。）は，第４条の申請

が行われた日（以下「申請日」という。）の属する年度（申請日が４月から６月までに

あっては前年度）における当該利用者及び当該利用者の属する世帯の世帯員の市民税

の課税状況をもって市長が決定するものとする。 

３ 負担額の支払期間は，前項の規定による市長の決定のあった日の属する年度の翌年度

（申請日が４月から６月までにあっては申請日の属する年度）の６月末日までとし，

７月以降の負担額は当該利用者及び当該利用者の属する世帯の世帯員の翌年度の市民

税課税状況により算定するものとする。この場合において，６月末までの負担額と７

月以降の負担額が異なる場合においては，利用者に対し徘徊高齢者位置検索端末負担

額改定通知書（別記様式第８号）により通知するものとする。 

４ 利用者は，市長に対し負担額を支払うものとする。ただし，第２条第２項の規定によ

り事業の一部が民間事業者等に委託されている場合には，利用者は当該負担額を当該

民間事業者等に支払うことができる。 

５ 利用者，検索対象となる高齢者等又はこれと同居する者の故意又は過失により検索端

末が故障し，又は滅失若しくは紛失した場合の修理又は新たな検索端末の調達に要し

た費用は，利用者の負担とする。 

 

 （その他） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか，事業の実施に関し必要な事項は，市長が別に定

める。 

 

附 則 

 （施行期日）  

１ この要綱は，平成３０年１月１日から施行する。  

（経過措置）  

２  この要綱の施行の日前に改正前の新潟市徘徊高齢者家族支援サービス事業実施要綱

（平成１５年７月１日施行）の規定により受けた検索端末貸与の決定その他の行為は，こ

の要綱により受けた検索端末貸与の決定その他の行為とみなす。 

 

附 則  

  この要綱は，平成３１年４月１日から施行する。 

 

附 則  

  この要綱は，令和２年４月１日から施行する。 

   

   附 則  

   この要綱は，令和２年１１月２４日から施行する。 



   附 則  

 この要綱は，令和３年４月 1 日から施行する。 

 

附 則  

 この要綱は，令和６年３月 1 日から施行する。 

 



（別記様式第１号）



（別記様式第２号）





新　第　　号          　

（担当　　　　　　　　　　）　

（別記様式第３号）



徘徊高齢者位置検索端末

（担当　　　　　　　　　　）　

新　第　　号          　

（別記様式第４号）



 

 

 

 

  

（別記様式第５号）



（担当　　　　　　　　　　）　

新　第　　号          　
（別記様式第６号）



 

 

 

 

（別記様式第７号）



（担当　　　　　　　　　　）　

新　　第　　　　号          　
（別記様式第８号）



別表（第１２条関係） 

 

新潟市徘徊高齢者家族支援サービス事業利用者負担額表 

費用負担の区分 
利用者負担額 

（月額） 

生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による被保護世帯 
０円 

世帯員全員が市民税非課税である世帯 

世帯員のうち市民税が課税されている者がいる世帯 １，１００円 

  

ただし，乙が業務を開始した日または業務を終了した日が月の途中である場合は，日

割り計算をして得た額とし，１円未満の端数がある場合は切り捨てる。 

 

 

 

 

 


